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収支の見通し：追加資料
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汚水処理原価・使用料単価

■ 汚水処理原価・・・汚水１㎥を処理するために必要な費用

■ 使用料単価・・・有収水量１㎥当たりの下水道使用料収入

（年度）

（円）



経営改善の方策

（２）古賀市下水道事業の経営状況
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汚水処理費については、私費、つまり使用料収入をはじ
めとする下水道事業の経営に伴う収入でまかなうべきもの
とされています。

この、本来使用料により回収すべき汚水にかかる処理原
価について実際にどの程度を回収しているかを示す数値
が経費回収率です。

この経費回収率が１００％を下回っている事業について
は、使用料で回収すべき経費を、使用料以外の収入でま
かなっていることになり、使用料収入の確保及び汚水処理
費の削減が必要となります。

経費回収率について



地方公営企業法の適用

現行 公営企業法適用（Ｈ３０）後

会計
官庁会計
現金主義会計、単式簿記

企業会計
発生主義会計、複式簿記

収入

【下水道使用料】

（地方自治法第２２５条、下水道法
第２０条）

・能率的な管理の下における適正な
原価をこえないものであること

【下水道料金】
（地方公営企業法第２１条）

・公正妥当なもので、かつ、能率的な
経営の下における適正な原価を基礎
とし、地方公営企業の健全な運営を
確保することができるもの

使用料
対象経費

維持管理費＋地方債償還利子
＋地方債元金償還金

維持管理費＋地方債償還利子
＋減価償却費

４



（３）下水道使用料の改定について



下水道使用料改定の考え方

（３）下水道使用料の改定について
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下水道事業における主な支出項目には、「建設費」や「維持管理費」、「公債費」（資
本費）があります。維持管理費と公債費のうち、総務省が認めた経費（公費負担分）に
ついては、一般会計からの繰入金が財源となりますが、それ以外の汚水処理に係る経
費（私費負担分）は、下水道使用料でまかなうのが原則です。しかし、古賀市下水道事
業において、現状では、私費負担分である汚水処理費の全額を使用料収入でまかな
うことができていません。

使用料の改定にあたり、汚水処理費の財源不足分として充当されている基準外繰入
を解消していくことが望ましいと考えられます。

汚水処理費の回収

汚水処理費（私費負担分） 公費負担分

維持管理費 資本費 維持管理費
（雨水処理費等）

資本費
(水洗便所改造奨励金等)

使用料収入 基準外繰入 基準内繰入

経

費

財

源

収入不足



財政計画期間

平成３１年度から平成３３年度までの３年間とする

下水道使用料算定期間の設定

６

財政計画期間は、一般的には２～４年程度が適当
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平成２８年度
（決算） 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

維
持
管
理
費

汚水処理費 ３９７,４１３ ４６６,１９７ ４５６,４６９ ４６１,３７２ ４６７,５１６ ４７３,７４４ ４８２,０９４

汚水繰入 ２９８,５６６ ３０３,０７６ ２９３,３４３ ２９５,０１６ ２９２,５２０ ２９５,４２７ ２９２,３１５

使用料対象経費 ９８,１８４ １６２,１２１ １６２,１２７ １６５,３５６ １７３,９９５ １７７,３１７ １８８,７７９

資
本
費

汚水処理費 ８４６,７９７ ８６８,３４３ ８５９,３０３ ８５８,３３３ ８５７,３６１ ８３０,２７７ ８１３,０８３

汚水繰入 ５９,８２１ ５７,４１０ ５９,５７６ ５６,２５８ ５９,５７６ ５６,２５８ ５９,５７６

使用料対象経費 ７８６,９７６ ８１０,９３３ ７９９,７２７ ８０２,０７６ ７９７,７８５ ７７４,０１９ ７５３,５０７

使用料対象経費合計 ８８５,１６０ ９７３,０５４ ９６１,８５４ ９６７,４３１ ９７１,７８０ ９５１,３３６ ９４２,２８５

使用料収入 ８５５,２５０ ８６９,７１７ ８６９,７１７ ８８５,３７２ ８８５,３７２ ８８５,３７２ ８９５,４０８

使用料対象経費
【使用料対象経費】公費負担経費を除いた汚水処理にかかる経費。使用料収入でまかなうべきもの

（単位：千円）

収入不足 △２９,９１０ △１０３,３３７ △９２,１３７ △８２,０５９ △８６,４０８ △６５,９６４ △４６,８７７

７



下水道使用料改定案

（３）下水道使用料の改定について



費用

費用と財源の関係

公
費
負
担
分

資本費

維持
管理費

汚
水
処
理
費

資本費

維持
管理費

一般会計
繰入金

(基準内繰入)

一般会計
繰入金

(基準外繰入)

下水道
使用料

(１６７円/㎥)

一般会計
繰入金

(基準内繰入)

一般会計
繰入金

(基準外繰入)

下水道
使用料

(１７９円/㎥
～１８５円/㎥)

一般会計
繰入金

(基準内繰入)

下水道
使用料

(１８８円/㎥)

収
入
不
足

財源

現行 （案１・３・４） （案 ２）

８



改定案１

•財源不足分として充当されて
いる基準外繰入を解消するた
め、公共下水道事業における

使用料対象経費の９５％を

下水道使用料でまかなえるよ
うに改定

改定案２

•財源不足分として充当されて
いる基準外繰入を解消するた
め、公共下水道事業における

使用料対象経費の１００％を

下水道使用料でまかなえるよ
うに改定

下水道使用料改定案

下水道使用料改定の考え方を踏まえ、平成３０年度に改定したい下水道
使用料における改定率として、下記の４案を提案します。



改定案３

•財源不足分として充当されて
いる基準外繰入を解消するた
め、公共下水道事業における
使用料対象経費の

維持管理費分１００％、
資本費分９５％を
下水道使用料でまかなえるよ
うに改定

改定案４

•財源不足分として充当されて
いる基準外繰入を解消するた
め、公共下水道事業における
使用料対象経費の

維持管理費分９５％、
資本費分１００％を
下水道使用料でまかなえるよ
うに改定

９



下水道使用料改定率

使用料収入÷年間有収水量＝現行の使用料単価（Ｈ２８年度）
８５５，２５０千円÷５，１２１千㎥＝１６７．０１円/㎥

・Ｈ３１年度～Ｈ３３年度 ： 使用料対象経費（維持管理費分）

（１６５,３５６＋１７３,９９５＋１７７,３１７）千円＝ ５１６,６６８千円（Ａ）

・Ｈ３１年度～Ｈ３３年度 ：使用料対象経費（資本費分）

（８０２,０７６＋７９７,７８５＋７７４,０１９）千円＝２,３７３,８８０千円（Ｂ）

維持管理費分（Ａ）×回収率＋資本費分（Ｂ）×回収率

年間有収水量（Ｃ）
＝改定後の単価

・Ｈ３１年度～Ｈ３３年度 ： 年間有収水量

（５,１２１＋５,１２１＋５,１２１）千㎥＝ １５,３６３千㎥（Ｃ）



改定案３

•Ａ １００％・Ｂ ９５％回収

•収入不足 ３９,５６５千円

•改定率 ８．０３％

•改定後単価 １８０円/㎥

•標準家庭使用料 ２,９９８円/月

改定案４

•Ａ ９５％・Ｂ １００％回収

•収入不足 ８,６１１千円

•改定率 １１．６５％

•改定後単価 １８６円/㎥

•標準家庭使用料 ３,０９８円/月

１０

改定案１

•Ａ・Ｂ ９５％回収

•収入不足 ４８,１７６千円

•改定率 ７．０３％

•改定後単価 １７９円/㎥

•標準家庭使用料 ２,９７０円/月

改定案２

•Ａ・Ｂ １００％回収

•収入不足 なし

•改定率 １２．６６％

•改定後単価 １８８円/㎥

•標準家庭使用料 ３,１２６円/月

※収入不足は、Ｈ３１～Ｈ３３年度の平均額。 標準家庭使用料は、現行の２,７７５円に改定率を乗じたもの。


